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最新 ニッポンの
未来像がここにある

厚生労働省は、2017年9月29日に『平成29年版 労働経済の分析』（労働経済白書）を公表しました。本年の白書では、
「我が国の経済成長とイノベーション・雇用との関係」と「働き方をめぐる環境の変化とワーク・ライフ・バランスの実現」
をテーマとしています。少子高齢化の下で、持続的な経済成長を実現していくために何が必要なのか。本特集では、こう
した問題意識の下、雇用・労働面を中心にさまざまな課題の分析に取り組んだ白書の要点をご紹介します。皆さんも、

「ニッポンの未来像」を一緒にのぞいてみませんか。

『労働経済の
分析』を読み解く

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
実
現
が　

経
済
成
長
に
は
不
可
欠

我
が
国
が
、
少
子
高
齢
化
の
下
で
、
持

続
的
な
経
済
成
長
を
実
現
し
て
い
く
た
め

に
は
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
通
じ
た
労
働

生
産
性
の
向
上
が
必
要
不
可
欠
で
す
。

こ
う
し
た
問
題
意
識
の
下
、『
平
成
29
年

版 

労
働
経
済
の
分
析
』の
第
Ⅱ
部
第
１
章
で

は
、
我
が
国
の
経
済
成
長
の
現
状
を
紹
介

し
た
う
え
で
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
重
要

性
と
そ
の
実
現
に
向
け
た
課
題
を
分
析
し

て
い
ま
す
。

ま
ず
、
２
０
０
０
年
代
以
降
、
日
本
の
Ｇ

Ｄ
Ｐ
の
成
長
率
は
主
要
国
と
比
較
す
る
と
低

い
水
準
に
あ
り
、
そ
の
要
因
の
一
つ
と
し
て

考
え
ら
れ
る
の
が
、
Ｔ
Ｆ
Ｐ
の
上
昇
率
の
低

さ
で
す
。
Ｔ
Ｆ
Ｐ
と
は「
全
要
素
生
産
性
」の

こ
と
で
、経
済
成
長
を
要
因
分
解
し
た
際
に
、

資
本
投
入
や
労
働
投
入
と
い
っ
た
要
因
以

外
の
成
長
要
因
を
指
し
ま
す
。　

で
は
、
ど
う
し
た
ら
Ｔ
Ｆ
Ｐ
を
上
昇
さ
せ

る
こ
と
が
で
き
る
の
で
し
ょ
う
か
。

そ
の
方
策
の
一
つ
が
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の

促
進
で
す
。
経
済
学
者
の
シ
ュ
ン
ペ
ー
タ
ー

に
よ
れ
ば
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
と
は
、「
新

し
い
も
の
を
生
産
す
る
、
あ
る
い
は
既
存
の

も
の
を
新
し
い
方
法
で
生
産
す
る
こ
と
」と

定
義
さ
れ
て
い
ま
す
。従
来
、イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
は「
技
術
革
新
」と
訳
さ
れ
る
傾
向
に
あ
り

ま
し
た
が
、
経
営
の
革
新
と
い
っ
た
プ
ロ
セ

ス
面
に
係
る
こ
と
等
に
よ
っ
て
も
生
じ
る
こ

と
か
ら
、「
技
術
革
新
」だ
け
に
と
ど
ま
ら
な

い
概
念
と
な
っ
て
い
る
点
に
留
意
が
必
要
で

す
。国

際
的
に
見
る
と
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

と
Ｔ
Ｆ
Ｐ
に
は
相
関
関
係
が
あ
り
、
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
を
促
進
す
る
こ
と
で
、
Ｔ
Ｆ

『
労
働
経
済
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分
析
』

の
ポ
イ
ン
ト
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す
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、
ど
の
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。
P
a
r
t
1
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ポ
イ
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。

イ
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Ｐ
の
上
昇
率
が
向
上
す
る
傾
向
に
あ
り
ま

す（
図
表
１
）。
し
か
し
、
我
が
国
の
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
の
実
現
割
合
を
国
際
比
較
す

る
と
、
製
造
業
・
サ
ー
ビ
ス
業
と
も
に
低

い
水
準
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か

り
ま
す（
図
表
２
）。
し
た
が
っ
て
、各
分
野
・

各
企
業
に
お
い
て
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
実

現
を
促
進
し
て
い
く
こ
と
は
、
今
後
の
日

本
の
経
済
成
長
に
と
っ
て
不
可
欠
な
要
素

で
す
。積

極
的
な
研
究
開
発
や
先
進
的

な
機
械
等
へ
の
設
備
投
資
が
鍵

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
促
進
に
向
け
て
、

設
備
投
資
面
と
人
材
面
の
観
点
か
ら
、
よ

り
具
体
的
な
課
題
に
言
及
し
て
い
き
ま
す
。

ま
ず
は
、
設
備
投
資
面
か
ら
見
て
い
き

ま
す
。
我
が
国
の
設
備
を
見
る
と
、
主
要

国
と
比
較
し
て
、
設
備
の
ヴ
ィ
ン
テ
ー
ジ

（
平
均
年
齢
）の
上
昇
が
進
ん
で
お
り
、
新

規
の
国
内
設
備
投
資
が
増
加
し
て
い
な
い

状
況
に
あ
り
ま
す（
図
表
３
・
次
ペ
ー
ジ
図

表
４
）。
こ
う
し
た
ヴ
ィ
ン
テ
ー
ジ
の
上
昇

は
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
と
も
負
の
相
関
が

見
ら
れ
、
新
規
の
設
備
投
資
の
重
要
性
が

わ
か
り
ま
す（
次
ペ
ー
ジ
図
表
５
）。
特
に
、

「
研
究
開
発
」に
関
係
す
る
も
の
が
重
要
で

あ
り
、
国
際
的
に
見
る
と
、
研
究
開
発
が

進
む
ほ
ど
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
実
現
し
や

す
い
と
い
う
傾
向
が
確
認
で
き
ま
す
。

し
か
し
、
日
本
企
業
が
設
備
投
資
を
行

う
目
的
を
見
る
と
、「
能
力
増
強
」が
最
も

多
く
、「
維
持
・
補
修
」が
２
番
目
と
な
っ

て
お
り
、「
研
究
開
発
」や「
新
製
品
・
製
品

高
度
化
」の
割
合
は
低
い
水
準
と
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
う
し
た
状
況
が
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
の
実
現
が
促
進
さ
れ
な
い
要
因
の
一
つ

と
な
っ
て
い
ま
す
。

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
促
進
に
向
け

た
効
果
的
な
人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

次
に
、
人
材
面
に
つ
い
て
見
て
い
き
ま

す
。ま

ず
、
博
士
卒
な
ど
高
度
な
人
材
の
確

保
も
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
実
現
に
は
重
要

で
す
。
国
際
的
に
見
る
と
、
博
士
卒
人
材

の
割
合
と
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
実
現
割
合
は
、

大
卒
人
材
の
割
合
と
比
較
し
、
相
関
関
係

が
強
い
傾
向
に
あ
り
ま
す（
次
ペ
ー
ジ
図
表

６
）。し

か
し
、
日
本
企
業
に
お
け
る
博
士
卒

の
割
合
は
、
主
要
国
の
な
か
で
最
も
低
い

水
準
に
あ
り
ま
す
。

さ
ら
に
、
博
士
卒
の
人
材
に
対
す
る
企

業
の
採
用
方
法
に
お
い
て
も
、
重
視
す
る

項
目
と
し
て「
熱
意
・
意
欲
」や「
行
動
力
・

実
行
力
」な
ど
が
挙
が
っ
て
お
り
、「
専
門

知
識
・
研
究
内
容
」が
重
視
さ
れ
て
い
な
い

状
況
に
あ
り
ま
す（
次
ペ
ー
ジ
図
表
７
）。

ま
た
、
博
士
卒
の
専
門
性
を
重
視
し
な

い
企
業
側
の
姿
勢
は
、「
博
士
卒
に
見
合
っ

た
待
遇
が
用
意
さ
れ
な
い
の
で
は
な
い
か
」

と
い
っ
た
学
生
側
の
不
安
感
に
も
つ
な
が

り
ま
す
。
博
士
課
程
へ
の
進
学
に
対
す
る
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図表1　イノベーションとTFPの相関関係

図表2　イノベーションの実現状況

図表3　設備投資の推移

出典　文部科学省科学技術・学術政策研究所「全国イノベーション調査」、 
   OECD "Innovation statistics and indicators"により作成

注）  国別のTFP上昇率は、2013年から2014年の上昇率。

出典　OECD "Economic Outlook 2016 "により作成

出典 文部科学省科学技術・学術政策研究所「全国イノベーション調査」、OECD "Innovation 
  statistics and indicators"により作成
注） 1）図は、参照期間にプロダクト・イノベーションを実現した企業の割合を指す。
 2）各国の参照期間は日本が2012年から2014年、米国が2008年から2010年、その他の国

については2010年から2012年。

最新『労働経済の分析』を読み解く特集

(C) 2017 日本医療企画.
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学
生
の
意
識
を
見
る
と
、
理
工
系
修
士
学

生
の
う
ち
７
割
以
上
が「
博
士
課
程
に
進
学

す
る
と
修
了
後
の
就
職
が
心
配
で
あ
る
」、

約
６
割
が「
博
士
課
程
進
学
の
コ
ス
ト
に
対

し
て
生
涯
賃
金
な
ど
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

が
悪
い
」と
考
え
て
い
ま
す（
次
ペ
ー
ジ
図

表
８
）。

企
業
に
お
い
て
も
、
高
度
人
材
を
確
保

し
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
促
進
し
て
い
く

観
点
か
ら
、
今
後
、
採
用
段
階
に
お
い
て

も
専
門
性
を
重
視
し
、
そ
れ
に
見
合
っ
た

処
遇
を
用
意
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

次
に
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
促
進
に
と
っ

て
、
人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
あ
り
方
も
重

要
な
要
素
で
す
。

ま
ず
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
実
現
に
向

け
て
は
、
教
育
訓
練
を
実
施
し
、
従
業
員

の
能
力
を
向
上
さ
せ
て
い
く
こ
と
が
重
要

で
す
。

し
か
し
、
我
が
国
の
状
況
を
見
る
と
、

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
促
進
に
向
け
た
阻
害

要
因
と
し
て
、「
能
力
の
あ
る
従
業
員
が
不

足
し
て
い
る
」と
認
識
し
て
い
る
企
業
で

あ
っ
て
も
、
６
割
以
上
の
企
業
で
は
、
教

育
訓
練
が
行
わ
れ
て
い
な
い
状
況
に
あ
り

ま
す（
次
ペ
ー
ジ
図
表
９
）。
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
を
促
進
す
る
た
め
に
は
、
教
育
訓
練
を

実
施
し
、
従
業
員
の
能
力
を
高
め
て
い
く

こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
そ
の
中
身
に
つ
い

て
は
、
現
場
と
協
働
し
な
が
ら
人
事
部
で
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図表4　ヴィンテージの推移図表5　ヴィンテージと設備投資の関係

図表6　博士卒の割合とイノベーションの実現の関係

図表7　採用の際に重視した事項（企業調査）

出典　 内閣府「国富調査」、（独）経済産業研究所「JIPデータベース2015」、EU KLEMSデータベー
スにより作成

出典　内閣府「国富調査」、文部科学省科学技術・学術政策研究所「第４回全国イノベーション
調査統計報告」( 2016年 )、（独）経済産業研究所「JIPデータベース2015」、EU KLEMSデー
タベース、OECD "Innovation statistics and indicators"、OECD "Economic Outlook 2016 " により
作成

注）　各国の参照期間は日本が2012年から2014年、その他の国については2010年から2012年。

出典　文部科学省科学技術・学術政策研究所「第４回全国イノベーション調査統計報告」（2016
年）、OECD "Innovation statistics and indicators"により作成

注） 1）博士卒の割合については、2014年の値を用いている。
  2）図は、参照期間にプロダクト・イノベーションを実現した企業の割合を指す。
 3） 各国の参照期間は日本が2012年度から2014年度、オーストラリアが2012年度から
 3）2013年度、チリが2009年から2010年、米国が2008年から2010年、その他の国につい
 3）ては2010年から2012年。

出典 （公社）経済同友会「企業の採用と教育に関するアンケート調査」（2012年）により作成
注） 新卒採用の際、ビジネスの基本能力や経験、資質等で特に重視するものについて、10項目 の
うち重視するものを１位から５位まで選び、１位５点、２位４点、３位３点、４位２点、５位
１点として、新卒者の最終学歴区分ごとに回答者数で加重した平均点を表している。

(C) 2017 日本医療企画.
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ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
促
進
す
る
に
は
効
果
的

で
あ
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

最
後
に
、
高
度
人
材
に
と
っ
て
、
働
き

や
す
い
環
境
の
整
備
に
つ
い
て
で
す
。
イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、

特
に
高
度
人
材
の
活
用
が
重
要
で
す
が
、

高
度
人
材
は
、
仕
事
の
進
め
方
や
時
間
配

分
に
関
し
、
柔
軟
な
働
き
方
が
可
能
に
な

る
こ
と
で
研
究
活
動
な
ど
の
仕
事
を
効
率

的
に
進
め
、
成
果
を
出
す
可
能
性
が
あ
る

と
考
え
ら
れ
ま
す
。
実
際
に
、
柔
軟
な
働

き
方
を
導
入
し
て
い
る
企
業
は
、
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
の
実
現
割
合
が
高
い
と
い
う
結
果

が
出
て
い
ま
す（
図
表
11
）。

以
上
を
ま
と
め
る
と
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

作
成
す
る
こ
と
や
、
従
業
員
自
ら
が
能
力

開
発
に
積
極
的
に
携
わ
る
よ
う
意
識
変
革

を
促
し
て
い
く
こ
と
が
、
効
果
的
な
取
り

組
み
だ
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

続
い
て
、
従
業
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン

を
向
上
さ
せ
る
人
事
評
価
と
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
の
実
現
割
合
と
の
関
係
性
に
つ
い

て
言
及
し
ま
す
。
従
業
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ

ン
を
向
上
さ
せ
る
方
法
と
し
て
、
個
人
の

業
績
に
応
じ
た
給
与
制
度
に
着
目
す
る
と
、

業
績
評
価
の
際
に「
結
果
・
個
人
・
高
業
績

者
重
視
」の
企
業
の
ほ
う
が
、
相
対
的
に
イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
実
現
し
て
い
る
傾
向
に

あ
り
ま
す（
図
表
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図表8　博士課程進学ではなく就職を選んだ理由（上位３つ）

図表10　人事評価とイノベーションの関係

図表11　裁量労働制の導入とイノベーションの実現割合

図表9　能力のある従業員の不足によりイノ
ベーションが阻害された経験の有無と従業者に

対する教育訓練実施割合の関係

出典　文部科学省科学技術・学術政策研究所「第４回全国イノベーション調査統計報告」 
（2016年）により作成

出典　（株）リクルートホールディングスリクルートワークス研究所「Works人材マネジメント調
査2015」により作成

注）　人事評価の考え方は「結果さえ出していれば、プロセスについては全く問われていない（５
点）」～「プロセスに則って行動していたかが最重要視される（１点）」「トップパフォーマー
（高業績者）のモチベーション向上を最重視している（５点）」～「ミドルパフォーマー（業績
中位者）のモチベーション向上を最重視している（１点）」「転職しても、会社や社員と関係を
持っている人材が多い（５点）」～「転職していった人の多くは、会社や社員との関係が薄れ
る（１点）」の平均値を求めて、高い（結果・個人・高業績者重視）、低い（プロセス・会社・中
業績者重視）、中間の３つのグループに分けた。イノベーションの実現については、２、３年
前の自社と比較して、「新しい発明や製品の開発、ビジネスモデルの構築等の成果が出てい
る（全くその通り＝５点、全くそうではない＝１点）」、イノベーション人材の育成は、「イノ
ベーションをおこす人材が育っている（全くその通り＝５点、全くそうではない＝１点）」の
スコアを用いている。

出典　（独）労働政策研究・研修機構「イノベーションへの対応状況調査」（2017年）の調査票情報
により作成

注）　図は、プロセス・イノベーション又はプロダクト・イノベーションを実現した企業の割合
を指す。

出典　文部科学省科学技術・学術政策研究所「日本の理工系修士学生の進路決定に関する意識調
査」（2009年）により作成

最新『労働経済の分析』を読み解く特集

(C) 2017 日本医療企画.
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ン
を
促
進
す
る
た
め
に
は
、
教
育
訓
練
の

実
施
、
個
人
の
業
績
に
応
じ
た
給
与
制
度

の
導
入
、
柔
軟
な
働
き
方
が
可
能
な
環
境

整
備
な
ど
が
効
果
的
で
す
。

な
お
、
こ
う
し
た
雇
用
管
理
制
度
を
導

入
す
る
に
あ
た
っ
て
は
、
従
業
員
が
長
時

間
労
働
に
な
ら
な
い
よ
う
、
ワ
ー
ク
・
ラ

イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
に
配
慮
し
た
取
り
組
み

を
同
時
に
進
め
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
進
展
を
賃
金

上
昇
に
つ
な
げ
る
こ
と
が
重
要

就
業
者
の
変
化
を
見
て
い
き
ま
す
。
日
本

は
サ
ー
ビ
ス
業
化
が
進
ん
で
お
り
、
職
業
別

の
就
業
者
数
の
推
移
に
よ
る
と
、
事
務
従
事

者
や
専
門
的
・
技
術
的
職
業
従
事
者
の
占
め

る
割
合
が
増
加
し
て
い
ま
す（
図
表
12
）。

ま
た
、
ス
キ
ル
別
に
就
業
者
数
の
変
化

を
見
る
と
、
高
ス
キ
ル
職
種（
複
雑
な
作
業

を
求
め
ら
れ
る
職
種
）と
低
ス
キ
ル
職
種

（
定
型
的
な
業
務
を
求
め
ら
れ
る
職
種
）の

二
極
化
が
進
ん
で
お
り
、
米
国
と
比
べ
る

と
低
ス
キ
ル
職
種
の
就
業
者
が
増
え
て
い

ま
す（
図
表
13
）。
そ
の
背
景
と
し
て
は
、

１
９
９
０
年
代
後
半
以
降
の
Ｉ
Ｔ
革
命
に

乗
り
遅
れ
た
こ
と
や
、
働
き
方
の
多
様
化
、

企
業
に
よ
る
人
件
費
の
削
減
な
ど
の
影
響

で
、
非
正
規
雇
用
労
働
者
が
増
え
た
こ
と

が
考
え
ら
れ
ま
す
。

低
ス
キ
ル
職
種
の
増
加
は
、
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
の
進
展
が
賃
金
の
上
昇
に
結
び
つ

か
な
い
一
つ
の
要
因
に
な
り
ま
す
。
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
の
進
展
を
賃
金
の
上
昇
に
結

び
つ
け
て
い
く
た
め
に
は
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
の
進
展
に
伴
う
高
ス
キ
ル
化
に
合
わ
せ
、

労
働
者
が
積
極
的
に
ス
キ
ル
の
向
上
に
取

り
組
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
環
境
の
整

備
を
行
う
こ
と
が
重
要
で
す
。
し
か
し
、

日
本
の
企
業
に
お
け
る
労
働
者
の
能
力
開

発
の
実
施
状
況（
計
画
的
な
Ｏ
Ｊ
Ｔ
ま
た
は

Ｏ
Ｆ
Ｆ
―
Ｊ
Ｔ
の
実
施
割
合
）に
つ
い
て

は
、
正
社
員
が
８
割
弱
で
あ
る
の
に
対
し
、

正
社
員
以
外
で
は
５
割
弱
に
と
ど
ま
っ
て

い
ま
す
。
正
社
員
に
限
ら
ず
労
働
者
は
積

極
的
に
能
力
開
発
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、

企
業
側
も
正
社
員
以
外
が
積
極
的
に
能
力

開
発
を
行
え
る
よ
う
に
支
援
し
て
い
く
こ

と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
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図表12　職業別にみた就業者数の推移

図表13　スキル別にみた就業者数の変化

出典　総務省統計局「労働力調査」により作成

出典　総務省統計局「労働力調査」により作成
注）　1995 年から2015年における上昇率。

(C) 2017 日本医療企画.




